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人間開発指標
　人間開発指標は、人間開発のさまざまな分
野における国ごとの実績を評価している。可
能な限り、192カ国の国連加盟国と香港（中
国特別行政区）およびパレスチナ占領地域の
データを記載した。
　各表では、国名および地域名を人間開発指
数（HDI）によってランク付けした。表中の特
定の国を探す場合、本報告書の252ページに
掲載した「各国の人間開発ランク」を参照のこ
と。「あいうえお」順の国名にHDIランクが
併記されている。特別な記載がない限り、表
中の大半のデータは、2009年6月10日の時
点で人間開発報告書室が入手可能であった
2007年度のデータである。
　2009年度の統計表として、まず本報告書
の本題である移住に関連するものを表Aか
ら表Fに記載した。つづく表Gから表Kは、
「人間開発指数（HDI）の動向」「人間貧困指数
（HPI）」「ジェンダー開発指数（GDI）」「ジェ
ンダー・エンパワーメント指数（GEM）」とい
う人間開発要素に関するものとなる。最後に
人口動態、経済と不平等、教育と健康に関す
る3つの表（表 Lから表N）をまとめた。時系
列データや地域総計など、その他の選択され
たHDIは、http://hdr.undp.org/en/statistics
で参照できる。
　表中に公開されたすべての指標がインター
ネットから無料で入手可能で、個々の指標、
既定の表、またはユーザが自ら表設計できる
加工可能な複数のフォーマットがある。全人
間開発指標マップ、移住に関する多数のデー
タ、選択アニメーションなどインターアク
ティブなメディアも提供できる。各国の概要
報告書、指標算出方法の技術的な詳細といっ

た説明資料もある。これらの資料は、英語
（http://hdr.undp.org/en/statistics）、フラン
ス語（http://hdr.undp.org/fr/statistics）、ス
ペイン語（http://hdr.undp.org/es/statistics）
の3カ国語で入手できる。

出典と定義
　人間開発報告書室は主に統計の使用者で
あって、作成者ではない。したがって特定の
統計資料に関する国際的なデータを収集・編
纂するための権限、人的資源、専門知識をも
つ国際統計機関に依存している。指標表の編
纂に用いたすべてのデータの出典を各表の最
後に記載した。これらの出典に関する詳細は、
「参考文献」にも記載されている。複製を可能
にするため、人間開発報告書室がすべての計
算で用いたオリジナルデータ要素も出典注に
示す。簡潔かつ有用な定義が可能な指標につ
いては、本報告書中の「指標項目の定義」に
要約した。その他の関連情報については、各
表の最後に「注」として掲載する。指標に関
する詳しい技術情報を知りたい場合、http://
hdr.undp.org/en/statistics からリンクできる
出典元の関連機関のウェッブサイトを参照の
こと。

各年度別および各版別の報告書との比較
　人間開発指数（HDI）は人間開発の長期動向
をモニタリングするうえで重要なツールであ
る。各国の傾向分析を容易にするために、
1980年から2007年までの5年ごとの間隔
でHDIを算出した。表Gに記載されたこれ
らの推計は、報告書作成時に入手可能だっ
たデータを用いた一貫した方法に基づいて
いる。
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　国際統計機関は、定期的に過去のデータを
更新するなど、一連のデータの改善を継続的
に行なっている。このため各年度版の人間開
発報告書によって、しばしばHDIやHDIラ
ンクが異なり、特定の国について、または、
他の国との相対的な比較において、データが
変更される。この変更はその国の実際の変化
を意味するものではない。さらに、対象国数
の増減によって特定の国のHDIランクが変
更されることもある。例えば報告書中ではあ
る国のHDIランクが前年に比べてかなり下
がるかもしれないが、最近数年間の人間開発
指数が再現できる比較可能な改定データを用
いた場合、HDIランクや指数が改善されるこ
ともある。
 これらの理由から、各年版の報告書に記載
されたデータに基づいて人間開発指数の傾向
分析を行なうべきではない。表Ｇは一貫した
データの時系列値と算出方法に基づいた最新
の人間開発指数の動向を示すものである。

国内推計値と国際推計値の不一致
　国際的な一連のデータを編纂する場合、
国際統計機関は国際標準を用いて、国内
データを調整することで、国家間の比較を
できるようにする。特定の国のデータがな
い場合、国際機関が他の関連情報を利用し
て推計することがある。場合によっては、
国内の最新データが組み込まれていない国
際データも存在する。このような要因に
よって、国内推計値と国際推計値の間にか
なり大きな不一致がみられることもある。
　データの不一致が生じた場合、問題に取
り組むために人間開発報告書室が、国内お
よび国外のデータ提供機関への連携支援を
行なってきた。多くの場合、この取り組み
によって統計が改善される。人間開発報告

書室は国際データ改善の提唱をつづけて、
データの質的向上への取り組みを支援する
ために積極的な役割を果たしていく。より
体系的なデータの質に関する報告とモニタ
リングを通して、データの一貫性を改善す
るように各国機関および国際機関に働きか
けていく。

各国の分類と集計
　国別のデータ以外にも、数多くの集計値が
表中に示されている。通常は下記の通り各国
の分類ごとの加重平均となる。一般的に、分
類グループ中の半数以上の国でのデータが入
手可能で、入手可能な加重値が3分の2以上
に相当する場合のみ、分類別の集計値を記載
する。人間開発報告書室が集計値を求めるた
めに不足データを補うことはない。このため、
特別な記載がない限り各分類の集計にはデー
タが入手可能な国のみが含まれている。集計
値が加重平均ではなく、総計（表中に「T」が
付いたもの）となることもある。
　使用された国の分類には、人間開発指数別
分類グループ（最高位、高位、中位、低位）、
世界の国の分類グループ、大陸（移住者の
表）、または、国連開発計画（UNDP）地域局
（その他の表）ごとの地理的な分類グループが
含まれる。

●人間開発指数別分類
　人間開発指数が算出されるすべての国およ
び地域が、人間開発の到達度に従って4つの
カテゴリーのいずれかに分類される。今回は
「最高位の人間開発」（HDIが 0.900以上）と
いう新たなカテゴリーを導入した。最高位国
は本報告書中で「先進国」と記述されている。
残りの国々は「途上国」となり、「高位国」
（HDI 0. 800～ 0. 899）、「中位国」（HDI 0.500

～ 0 .799）、「低位国」（HDI 0.500未満）の
3グループに分類される。Box 1 .3を参照の
こと。

●大陸
　移住による移動の分析を可能にするため、
本報告書では世界をアフリカ、アジア、ヨー
ロッパ、ラテンアメリカ・カリブ海諸国、北
米、オセアニアの6つの大陸に分類した。こ
れは国連の経済社会局統計部が編纂した「マ
クロ地理的地域の構成」に基づいている
（http://unstats.un.org/unsd/methods/m49 /
m49regin/htmを参照のこと）。

●国連開発計画地域局
　過去の報告書と同様に、多くの表で国連開
発計画地域局の地理的分類が用いられた。「ア
ラブ諸国」、「中東欧」、「CIS（独立国家共同体）
諸国」、「東アジアおよび太平洋諸国」、「ラテ
ンアメリカ・カリブ海諸国」、「南アジア」、「サ
ハラ以南アフリカ」に分類される。

国に関する注釈
　特別に注記されない限り、中国のデータ
には中国特別行政区の香港とマカオ、およ
び、台湾は含まれない。スーダンのデータ
は北部地域のみで収集された情報に基づい
ていることが多い。セルビアとモンテネグ
ロは2006年6月に2つの独立国家となったが、
独立国家として個々のデータが存在しない
場合は両国の集計データが用いられた。こ
の場合、注釈にその旨を記述した。移住に
関する表の1990年以前のデータに関しては、
チェコ共和国では旧チェコ・スロバキアの
データ、ロシアでは旧ソビエト連邦のデー
タ、セルビアでは旧ユーゴスラビアのデー
タとなっている。

記号
　2つの年が「2005－2010」のように、ダッ
シュ「-」や「～」でつながれている場合、特別
に説明がない限り、データはその期間内の推
計となる。通常、成長率は期間年内の最初の
年と最後の年の年間平均成長率を表す。

表中に用いられた記号
‥　 　 データなし
0または0.0 ゼロまたは無視できる数値
―  該当なし
‹  未満
T  総計

国際的な一次データソース
●出生時平均余命（寿命）
　出生時の平均余命に関する推計値は、国連
の人口推計および予測の公式データソースで
ある「World Population Prospects 1950-2050: 
The 2008 Revision （UN 2009e）」を出典とす
る。推計値は、各国の登録制度、国勢調査、
その他の調査のデータを用いて国連の経済社
会局人口部が2年ごとに算出している。
　2008年版では、15歳から49歳までのHIV
罹患率が1980年から2007年の期間内に1%
以上となった国については、HIV流行による
影響を考慮した。このため、病気の進行をモ
デル化しつつ、HIV感染の年ごとの発生率を
予測し、死亡率に算定した。さらに、HIV罹
患率が1%を下回っていても、人口が多いため
に2007年度のHIV感染者が50万人を越え
る国も考慮の対象とした。これらの国々には、
ブラジル、中国、インド、ロシア、米国が含
まれる。HIVの影響を考慮した国の総計は
58カ国となった。「World Population Prospects 
1950 -2050 : The 2008 Revision」の詳細は、
www.un.org./esa/population/unpo.htmを参
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照のこと。

●成人識字率
　本報告書では、各国から直接入手した推計
値と、2007年に開発された世界の年齢別識
字予測モデルに基づいた最新推計値を組み
合わせた、ユネスコ統計研究所（UIS）の成人
識字率に関するデータを用いた。近年におい
てUIS が最新データ収集に集中的に取り組
んだ結果、1995年から2007年までの国勢
調査やその他の調査から各国の推計値が入
手できた。最新データが入手不可能な場合、
UISによる過去の推計値が用いられた。
　すでに高い識字率を達成した多くの先進国
では、現在では識字率に関する基本的なデー
タが収集されていない。このため、UISのデー
タにも含まれない。HDIの算出においては、
成人識字率の情報が報告されていない先進
国には識字率99.0%を当てはめた。
　識字人口は多くの国で自己報告データに基
づいて推計される。代用指数として教育到達
データが用いられることもあるが、就学状況
や卒業状況の測定は国によって異なることが
ある。国ごとに定義やデータ収集方法が違う
ため、識字率の推計には注意が必要だ。
　UISは提携機関と協力して、より信頼でき
る識字率の推計となる「識字能力評価モニタ
リング・プログラム（LAMP）」を積極的に
使っている。LAMPは識字能力の連続性に
関する情報を提供しながら「識字」と「非識
字」という既存の単純なカテゴリーを克服す
るものだ。

●初・中・高等教育就学率
　総就学率は、各国政府（通常は行政機関）
から収集した就学データおよび「World 
Population Prospects 1 9 5 0 - 2 0 5 0 : The 

2006 Revision」（UN 2007）の人口データに
基づいてユネスコ統計研究所（2009b）によっ
て作成された。総就学率は、初・中・高等教
育に就学する学生数を、これらのレベルに相
当する学齢集団の人口で割って算出した率で
ある。高等教育の理論上の学齢年齢は各国
での中等学校修了直後からの5年間とした。
　総就学率は教育の質的な成果とは関係な
い。教育機会へのアクセスを把握するために
用いられる場合でも、教育レベルに相当する
学齢や、教育プログラムの継続期間が異なる
ため、国ごとの重要な相違点が明らかになら
ない。留年率や退学率によってもデータに歪
みが生まれる。
　現在の定義では、総就学率では国内の就
学レベルが測定されているが、国外で就学す
る学生は含まれない。海外で高等教育を受け
ることが一般的な、多くの小国においては、
教育へのアクセスおよび教育達成度が低く評
価されていることがある。

●1人当たりのGDP（PPP米ドル）
　1人当たりのGDPに関するデータは世界銀
行が提供し、HDIデータベースで公表されて
いる。各国の生活水準を比較するには、国ご
との価格水準差を除くため、経済統計を購買
力平価（PPP）に換算しなければいけない。今
回の推計は、2005年に実施された、146の
国と地域を包括した国際比較プログラム
（ICP）の最新調査のデータに基づいている。
ICPの調査に含まれない多くの国々に関して
は、計量経済学的回帰法を用いて世界銀行
が推計した。世界銀行の算出に含まれない国
に関しては、ペンシルバニア大学のペンワー
ルド・テーブル（Heston, Summers and Aten 
2006）が PPP推計値を提供している。
　2008年には新たなPPP推計値が公表され

た。これによって118カ国のみを包括した
1990年代前半実施の前回 ICP調査に基づい
た2007年以前に発行された人間開発報告書
のデータが大幅に改定された。新規データに
よって、多くの国（特に途上国）での価格水準
が以前よりも上昇していることがわかった。
70カ国において、1人当たりの所得が最低
5%は下がっている。その大半がサハラ以南
のアフリカ諸国で、うち8カ国中7カ国では
50%以上の下落だった。一方、およそ60カ
国において最低5%の上昇がみられた。なか
でも多数の石油産出国で30%を超える上昇が
記録され、4カ国で倍増した。このように1
人当たりの GDPの大幅な変更で、HDI や
HDIランクにも明らかな影響が表れた。1人
当たりのGDPが半減（または倍増）すること
で、指数が0.039増減する。
　このため、変更理由とHDIやその他の構成
指数への影響を説明するために、2008年末に
「Human Development Indices: A statistical 
update 2008」という短い報告書が公表された。
http ://hdr.undp.org/en/statistics/data/hdi 2008
に詳細が記述されている。ICPおよび PPP
算出方法の詳細に関しては、www.worldbank.
org/data/icpを参照のこと。

●移住データ
　本報告書の移住に関するデータはさまざま
な機関を出典元としている。
　「国外移住者数の傾向」に関する主な出典
は、国連経済社会局人口部（UNDESA）であ
る。「Trends in Total Migrant Stocks: The 
2008 Revision （UN 2009d）」のデータで、
1995年から2008年に実施された人口に関
する国勢調査に基づく。この出典では、移住
先の国ごとに移住者の幅広い時系列データ
（性別や種類）が提供されている。

　可能な限り、外国出身者を国外移住者と定
義した。国外移住者の出生地のデータが存在
しない国（移住先）に関しては、国外移住者を
確認するのに国籍を根拠とした。
　「国外移住者の出身国（および移住先）」に関
するデータでは、英国サセックス大学に拠点
をもつ移住・グローバリゼーション・貧困に
関する開発研究センターが編纂した「世界移
住出身データベース（第4版）」を用いた
（Migration DRC 2007）。その推計は、2000
年代に実施された国勢調査に基づいており、
2000年から2002年までの推計を示している。
データベースでは、国家間の移住者の年間
（または定期的な）移出入数ではなく、出身国
と移住国の両方の移住者総数のデータが示さ
れていることに注意しなければならない。移
住者総数は1年間以上の長期にわたる移出入
の累積結果であり、通常は年間の移出入数よ
りもかなり多い。
　詳細は http://www.migrationdrc.org/
research/typesofmigration/global_migrant_
origin_database.htmlを参照のこと。
　「国外移住者の特徴」に関する詳しいデータ
には、OECD加盟国におけるOECD移住デー
タベース（OECD 2009b）を用いた。このデー
タベースは2000年の国勢調査期間内に収集
したデータを編纂したもので、労働力調査の
データが補足されている場合もある。移住先
の中には国外移住者の定義が国連人口部と異
なる国もあるが、できるだけ外国出身者を国
外移住者として定義した。移住者の出身国に
よって結果を提示したため、その他の2つの
出典の推計と直接比較することはできない。
教育水準と経済活動に関するデータ、および
OECD加盟国における15歳以上の出身国別
の専門技能をもった（高等教育を受けた）移
住者の国外移住率も提示されている。

読者のための手引き 人間開発報告書2009
障壁を乗り越えて――人の移動と開発 読者のための手引き人間開発報告書2009
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　「国内移住者（国境内で移動する人）」に関す
る国家間の比較データは十分ではない。この
ため、本報告書の作成中に、24カ国におけ
る人口移動率を比較できるように推計した国
勢調査に基づく分析（Bell and Muhudin 
2009）を委託した。これらのデータは、国勢
調査と総人口に基づく国連ラテンアメリカ・
カリブ経済委員会（ECLAC 2007）と協同し
た国連統計局（UNSD）編纂の推計により補足
され、さらに、および世帯調査と労働年齢人
口に基づいた世界銀行のデータ（World 
Bank 2009e）によっても補足されている。こ
れらの3種類の出典での定義が異なるため、
比較には注意を払わなければならない。1カ
国に関して複数の出典の推計が入手可能な
場合、Bell とMuhudin の推計を優先するよ
うにした。
　「紛争が原因の移住」に関するデータについ
ては、移住の種類によってさまざまな出典か
ら入手した。国境を超えて国外に移住した者
（難民や庇護申請者）と国内を移動した者（国
内避難民）では出典が異なる。難民に関する
データは国連難民高等弁務官事務所
（UNHCR）のものだが（UNHCR 2009b）、例
外的にパレスチナ難民は、主に国連パレスチ 
ナ難民救済事業機関の権限下に置かれている
（UNRWA 2008）。データは国勢調査やその
他の調査など、さまざまな出典から編纂され
た。しかし、難民データの主な出典となって
いるのは、法的、行政的記録を残すため、あ
るいは、受給権を管理し、給付行政を行うた
めに作られた通常の登録簿である。UNHCR
は難民登録ができない途上国27カ国の推計
も提供している。これらの推計は、庇護申請
者の認定、および、10年間の推定帰化率に
基づいている。この推定方法における最も顕
著な問題は、認定された庇護申請者全員が難

民であるとする根本的な仮定、および、10
年間という期限にある。特に、難民を含む移
住者が国籍取得に10年も必要ない「伝統的
に」移民を受け入れる国に当てはまる。「国内
避難民」に関するデータソースは、国内避難
民モニタリングセンター（IDMC 2009a）の
データに基づいている。国連人道問題調整事
務所（OCHA）のデータ、UNHCRの推計、各
国政府の推計など、さまざまな出典から編纂
された。国内避難民を追跡することが難しい
ため、推計はかなり不確かで、解釈には注意
が必要だ。

人間開発指数の計算
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この図は人間開発報告書に用いられている5つの人間開発指数がどのように作成されているかを要約しており、

その類似点と相違点を強調している。次ページ以降で詳細な説明がなされている。

読者のための手引き 人間開発報告書2009
障壁を乗り越えて――人の移動と開発 テクニカル・ノート人間開発報告書2009
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統計用語・指数の定義

移住国
期限つきまたは無期限に定住する目的で、他
国に移動する移住者の移動先の国。

移住者（移入者）
自分の出自国（または出生国）ではない受入国
（移住国）に居住する個人。

移住者（国際移住者、移出者）
常住国を他国に変更した出自（または出生）国
からの人間。

移住者（移民、移住民） 
国境を超える、または自分の出自国内で移動
することで他の地域、地区、行政区に移り、
通常の居住地を変更した個人。

移住者数、人口に対する比率
国際移住者の推定人数を全人口に対する割
合（％）で表したもの。 

移住者数、年間成長率 
一定の期間ごとの国際移住者数の推定平均
指数成長率を割合（％）で表したもの。 

移住率（国際移住率） 
特定の時点でのある国からの移住者数の移住
先の現地出身者および国際移住者の人口総
数に対する比率（％）。 

海外直接投資、総流入額 
投資者の自国以外の経済圏で運営される企
業の継続する経営上の利権（議決権株式の
10％以上）を取得するために投資する総流入
額。自己資本、収益の再投資、その他の長期
および短期資本の合計。 

議員、高官、管理職：女性 
国際標準職業分類（ISCO-88）によって定義さ
れる地位における女性の割合。議員、政府高
官、伝統的な村落の首長や村長、特別利益
団体の幹部、企業の管理職、取締役および
最高経営責任者、製造・運営部門の管理職、
その他の部門および一般的な管理職を含む。 

教育支出：初等教育における学生ごと 
2005年不変価格の購買力平価（PPP米ドル）
での初等教育に関する現在の公的支出を初等
教育に就学した学生総数で割ったもの。 

教育支出：政府総支出に対する比率 
教育部門の公的総支出のあらゆる水準の政府
による公的総支出に対する比率（％）を表す。 

教育指標 
人間開発指標の算出に用いられる3つの指標
のひとつ。成人識字率と初・中・高等教育の
総就学率に基づく。「成人識字率」および「初・
中・高等教育の総就学率」を参照のこと。 

教育水準（レベル） 
国際標準教育分類（ISCED) に従った就学前
教育（ISCEDレベル0）、初等教育（ISCEDレ
ベル1）、中等教育（ISCEDレベル2、3）、中
等後教育（ISCEDレベル4）、高等教育（ISCED
レベル5、6）の分類。 

教育到達 
ISCEDが定義した教育水準に関して、高水
準の教育を達成または修了した一定の年齢グ
ループの人口分布比率。通常は高位（ISCED
レベル5、6）、中位（ISCEDレベル2、3、4）、
低位（ISCEDレベル2未満）の到達度として表

される。特定のレベルの到達度の指定された
年齢層における人数を、同年齢層の全人口に
対する割合（％）で表すことで算出される。

勤労所得（PPP米ドル）の推定 
男性の非農業従事者に対する女性の非農業
従事者の賃金比率、女性と男性の経済活動
人口の割合、男女総人口および米ドルでの購
買力平価での総GDP（「購買力平価」を参照）
に基づいて算出。｢ジェンダー開発指数｣およ
び ｢ジェンダー・エンパワーメント指数｣の両
方の計算で勤労収入推定が用いられている。
詳細はhttp://hdr.undp.org/en/technicalnote1 .
pdf を参照のこと。 

勤労所得の推定男女比 
男性の推定勤労所得に対する女性の推定勤
労所得の比率。「勤労所得（PPP米ドル）の推
定」を参照のこと

経済活動人口（または労働力）
一定の期間内で雇用されていた、または仕事
はないが積極的に探していた15歳以上の人
口。「労働力」を参照のこと。

健康平均余命、出生時
病気または怪我、あるいはその両方が原因で
完全に健康ではない年数を考慮した、「完全
に健康」な状態で生きられる平均年数。

高等教育（大学等）を受けた移住者率 
15歳以上の大学等の高等教育を受けた移住
者の総数の、出生国での高等教育を受けた同
年代層および高等教育を受けた移住者の総
数に対する比率（％）。

国際移住者（国外移住者）
通常の居住地を変更した結果、国境を超える
人間の移動。

国際移住者、人口比率
国外移民の推定数を全人口に対する比率（％）。

国外移動率
国外から移入した移住者および特定の国に移
出した国際移住者の総数を移住先の現地出
身者および移住者の人口総数に対する比率
（％）で表したもの。

国内移住者
通常の居住地を変更した結果、国境内で、通
常は地域、地区、地方自治区の境界線を横断
する人間の移動。

国内避難民（IDP)
特に武装紛争、広範囲の暴力状況、人権の侵
害、または自然災害や人災の結果またはそれ
らの影響から逃れるために、通常の住居ある
いは居住地を離れることを余儀なくされて、
かつ国境を超えることがない個人または集団。

国会議席数：女性
下院または一院制議会、および該当する場合
には上院での女性が占める議席。

子ども依存率
労働年齢人口（15～ 64歳）に対する15歳未
満の人口比率（％）。

ジェンダー・エンパワーメント指数（GEM) 
経済参加と意思決定、政治参加、経済資源
に関する意思決定と権力という3つのエンパ
ワーメントの基本的側面におけるジェンダー
不平等性を測定する総合指数。

ジェンダー開発指数（GDI)
長寿で健康な生活、知識、人間らしい生活水
準という人間開発指数に含まれる3つの基本
的側面における平均到達度を測定する総合指

統計用語 人間開発報告書2009
障壁を乗り越えて――人の移動と開発 統計用語人間開発報告書2009
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数。男女の不平等を考慮して調整される。

識字率、成人
特定の時点（通常は年央時点）の特定の国、領
域あるいは地理的地域の15歳以上の総人口
（全体、あるいは男女いずれか）に対する、15
歳以上の読み書きができる成人の割合（％）。
統計目的のため、日常生活において短く簡単
な文章を理解しながら読み、書きできる場合
を当てはめる。

自然増加、年間率
生死のみで決められる人口の増加（または減
少）の割合。

失業者
有給雇用または自営業に就いていないが、仕
事をすることが可能で、有給雇用または自営
の求職のために何らかの手段を講じている特
定の年齢以上のすべての人。

失業率：長期失業率
最低12カ月間雇用されていない特定年齢以
上の人の、労働力人口（被雇用者および失業
者）に対する割合（％）。「失業者」および「労
働力」を参照のこと。

失業率
失業者の労働力人口（被雇用者および失業
率）に対する割合（％）。「失業者」および「労
働力」を参照のこと。

ジニ係数
国内の個人または世帯の所得（または消費）の
分配がどの程度完全に平等な分配から逸脱
しているかを測定する。ローレンツ曲線に
よって、最貧の個人または世帯を始点として
総所得を受け取る累計人数に対する所得総
額の累計比が表される。ジニ係数はローレン

ツ曲線と仮説的な完全平等線に囲まれる面積
で測定される。完全平等線の下の最大面積
の比率（％）で表される。0は完全な平等、
100は完全な不平等となる。

死亡率：5歳未満 
1000件の生児出生に対する、出生から満5
歳までに死亡する確率。

就学率：総就学率
年齢にかかわりなく、初等、中等、高等教育
に就学している学生数の、その3つの教育水
準にあるとみなされる理論的な年齢人口に対
する比率（％）。「教育水準」を参照のこと。

出身国
期限つきまたは無期限に定住する目的で、他
国に移動する移住者が移動した出自国。

出生率、合計
特定の国、領域、地理的地域において女性が
子どもを出産できる年齢まで生存して、一般
的な年齢別の出生率に従って各年齢で子ども
を生む場合、1人の女性が産む子どもの数。

純国際移住率
ある国への移住（移入）者総数から特定期間に
おける移住（移出）者数を差し引き、その期間
に受け入れ側の移住国に住む人の人年で割っ
たもの。1000人当たりの正味の移住者数、
または割合（％）で表される。

消費者物価指数の平均年間変化
平均的な消費者が標準的または不変的な一
連の製品やサービスを受けるための費用面で
の変化を表す。

条約の批准
国際条約を履行するためには、条約を批准し

なければならない。多くの場合、そのために
立法府の承認が必要となる。批准とは、署名
することで関心を表明するだけでなく、条約
の原則や義務を国家の法律へ転換させること
も示唆する。

女性：政府内で閣僚レベル
副首相および大臣を含む。首相が大臣として
の任務を行う場合は、閣僚レベルに含まれる。
副大臣および各省庁、外郭団体の責任者も政
府内で大臣の機能を果たす場合は含まれる。

所得あるいは支出の割合
多様な年度での各国の世帯調査に基づく、人
口層（サブグループ）に生じた所得または支出
（消費）の割合。一般的に貧困者は所得のうち
高い割合を消費するため、所得調査よりも支
出や消費の調査で貧困者と富裕者の不平等
差が広がらない。異なる調査方法を用いて、
異なる年度に行なわれた調査のデータである
ため、国家間の比較には注意が必要。

所得貧困ライン以下の人口
下記の貧困ラインを下回って生活する人口比率。
・1日1.25米ドルと1日2米ドル―購買力平価
で調整した2005年度の国際価格で算出。
・国内貧困ライン―各国政府が適切と考える
貧困ライン。世帯調査での人口加重によるサ
ブグループ推計に基づく国別推計。
・所得分布中央値の50％―世帯の調整可処
分所得分布の中央値の50％。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
人口：総人口
特定された年の7月1日の時点での国、地域、
地方における現在人口数。現在人口とは通常
の居住者のことで、訪問者を含むが、該当す
る国、地域、地方に一時的に不在の居住者は
含まれない。

人口：都市部の人口
各地域または各国で用いられる基準に従って
都市部として分類されるエリアに居住する現
在人口。特定された年の7月1日時点のデー
タ。「人口：総人口」を参照のこと。

人口：年間増加率
特定された期間における指数的な平均年間人
口増加率。「人口：総人口」を参照のこと。

水源：改善された水源を利用できない人口
改善された水源を利用する人口の比率（％）を
100から差し引いて算出する。改善された水
源には、世帯への配管、公共の給水搭、井戸、
防護つき採掘井戸、防護つき湧水、雨水の集
水が含まれる。

政府開発援助（ODA）、純額
譲許的条件（元金返済の純額）による借款、お
よび開発援助委員会（DAC）加盟国の公的機
関、多国間組織、非DAC加盟国による贈与
の支払。DAC受入国リストのパート Iに記
載された国・地域の経済発展や福祉を促進
するために行われる。また詳細に関しては以
下 の www.oecd.org/dac/stats/daclist を 参
照のこと。

政府開発援助（ODA)、
基本的な社会サービスへの割当
社会的なインフラやサービス（保健、教育、
水と衛生施設、政府や市民社会などのサービ
スを含む）に割り当てられた援助金の、政府
開発援助総額に対する割合（％）。

専門職と技術職：女性
国際標準職業分類（ISCO-88）に従って定義し
た女性の割合で、自然科学、数学、工学の理
系専門職（およびそれに準じる専門職）、生命
科学、保健医療の専門職（およびそれに準じ

統計用語 人間開発報告書2009
障壁を乗り越えて――人の移動と開発 統計用語人間開発報告書2009
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る専門職）、教育の専門職（およびそれに準じ
る専門職）、その他の専門職やそれに準じる
専門職を含む。

送金
国際移住者または難民が移住者の出自国また
は以前に居住していた国にいる受領者に譲渡
する収益や物的資源。

中位推計予測
中位の出生経路で、通常の死亡率、通常の国
際移住を仮定した、国連人口部の人口予測。
それぞれの仮定が、特定の人口動態の特徴
や各国あるいは国グループによる関連政策に
左右され、出生率、死亡率、純移住水準の予
測動向を示唆する。さらに、HIV流行の影響
が高い国の場合、その影響も予測に含まれ
る。また、国連人口部は低位推計および高位
推計の予測も発表している。詳細に関しては
http://esa.un.org/unpp/assumptions.htmlを
参照のこと。

特定の年齢まで生きられない出生時確率
一定の集団（コホート）が特定年齢まで生存で
きる確率（％で表す）を100から減じて算出す
る。「特定の年齢まで生きられる出生時確率」
を参照のこと。

特定の年齢まで生きられる出生時確率
年齢別の死亡率の一般的な傾向が当てはまる
として、新生児が特定の年齢まで生きられる
確率を割合（％）で表したもの。

難民
人種、宗教、国籍、政治上の意見、特定の
社会集団への所属などが理由で迫害を受ける
という根拠の確かな怖れがあるため自国を逃
れる、および帰国できないか、帰国を望まな
い個人または集団。

人間開発指数（HDI)
長寿で健康な生活、知識の入手、人間らしい
生活水準という人間開発指数に含まれる3つ
の基本的側面における平均到達度を測定する
総合指数。

人間貧困指数：OECD加盟国（HPI-2)
長寿で健康な生活、知識の入手、人間らしい
生活水準というHDIに含まれる3つの基本
的側面における喪失状況、および社会からの
疎外状況を測定する総合指数。

人間貧困指数：（HPI-1）
長寿で健康な生活、知識の入手、人間らしい
生活水準という人間開発指数に含まれる3つ
の基本的側面における喪失状況を測定する総
合指数。

非識字率、成人
100から成人識字率を差し引いて算出される。
「識字率、成人」を参照のこと。

紛争が原因の移動
生命や生活が脅かされる継続的あるいは緊迫
した暴力紛争または武装紛争によって通常の
住居を変更したことで生じた人間の移動。

平均余命、出生時
子どもの生涯を通して出生時における年齢別
の死亡率が一般的な傾向としてつづく場合
の、1人の新生児の推定生存年数。

平均余命指数
HDIの算出に用いられる3つの指数のひとつ。

亡命
迫害や重大な危機を逃れて他国に逃走した
個人または集団への領域内での国家による保
護許可。

庇護申請者
自国以外の国で亡命を申請した個人または集
団。申請が検討、判定されるまで亡命要求者
としてのステータスを維持する。

保健医療支出：1人当たり（PPP米ドル）
あらゆる水準の政府による保健医療に関する
公的支出（米ドルでの購買力平価）を年央人口
で割ったもの。保健医療支出には、医療サー
ビス（予防および治療）の提供、家族計画活動、
栄養活動、保健医療のための緊急援助が含ま
れるが、水と衛生施設の提供は除外される。

労働力参加率
仕事をしているまたは積極的に求職している
ことで労働市場に積極関与している国内の労
働年齢人口の割合尺度。労働年齢人口に対す
る労働力人口の割合で表される。労働年齢人
口とは、（本報告書で用いられているように）
15歳を超える人口。「労働力」および「経済活
動人口」を参照のこと。

労働力（人口）
すべての被雇用者（対象期間内に、仕事、自
営業への従事中、あるいは職があっても仕事
していない一定年齢以上の有給の被雇用者を
含む）および失業者（対象期間中、仕事がな
い、現在できる仕事がない、あるいは積極的
に求職している一定年齢以上の人を含む）。
「経済活動人口」を参照のこと。

老齢者依存率
労働年齢人口（15～ 64歳）に対する65歳以
上の人口比率（％）。

GDP（国内総生産）
ある経済における居住する全生産者による付
加価値、および生産活動の評価には含まれな
い製品に対する税金（補助金を除く）の合計。

生産された固定資産の減価償却や天然資源
の減少および劣化は計算に入れない。「付加
価値」とは、すべての生産を合計し、中間投
入を差し引いた産業の純生産を表す。

GDP指数
人間開発指標の算出に用いられる3つの指標
のひとつ。1人当たりのGDP（PPP米ドルで
の購買力平価、「PPP」を参照のこと）に基づく。

GDP：1人当たり（PPP米ドル）
GDP（米ドルでの購買力平価）を年央人口で
割ったもの。「GDP」「PPP」「人口：総人口」
を参照のこと。

GDP：1人当たりの年間成長率
現地通貨単位での1人当たりの不変価格表示の
GDPから算出した、最小二乗法の年間成長率。

GDP：1人当たり（米ドル）
米ドル換算のGDPを年央人口で割ったもの。
「GDP（米ドル）」「人口：総人口」を参照のこと。

GDP（米ドル）
国際通貨基金が発表した公式な平均為替
レートを用いて米ドルに換算されたGDP。
公式な為替レートが外国為替や貿易製品の取
引に適用されるレートと大幅な差が生まれて
いると判断された場合、代替の変換係数が適
用される。「GDP」を参照のこと。

PPP（購買力平価）
各国間の価格差を考慮した為替レートで、実
質的な生産や所得を国際的に比較できる。（本
報告書で用いた）PPP 米ドルレートでは、
PPP1米ドルが米国内での1米ドルと同等の
国内経済における購買力を有する。

統計用語 人間開発報告書2009
障壁を乗り越えて――人の移動と開発 統計用語人間開発報告書2009
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人間開発分類　

人間開発最高位国
（HDI 0.900以上）
アイスランド
アイルランド
アラブ首長国連邦
アンドラ
イスラエル
イタリア
英国
オーストラリア
オーストリア
オランダ
カナダ
韓国
キプロス
ギリシャ
カタール
クウェート
シンガポール
スイス
スウェーデン
スペイン
スロベニア
チェコ
デンマーク
ドイツ
日本
ニュージーランド
ノルウェー
バルバドス
フィンランド
フランス
ブルネイ
米国
ベルギー
ポルトガル
香港
マルタ

リヒテンシュタイン
ルクセンブルク
（38の国と地域）

人間開発高位国 
（HDI 0.800－0.899）
アルゼンチン
アルバニア
アンティグア・バーブーダ
エクアドル
エストニア
ウルグアイ
オマーン
カザフスタン
キューバ
クロアチア
グレナダ
コスタリカ
コロンビア
サウジアラビア
スロバキア
セーシェル
セルビア
セントクリストファー・ネーヴィス
セントルシア
チリ
ドミニカ国
トリニダード・トバゴ
トルコ
バーレーン
パナマ
バハマ
ハンガリー
ブラジル
ブルガリア
ベネズエラ
ベラルーシ
ペルー
ポーランド
ボスニア・へルツェゴビナ
マケドニア（旧ユーゴスラビア）

マレーシア
メキシコ
モーリシャス
モンテネグロ
ラトビア
リトアニア
リビア
ルーマニア
レバノン
ロシア
（45の国と地域）

人間開発中位国
（HDI 0.500－0.799）
アゼルバイジャン
アルジェリア
アルメニア
アンゴラ
イエメン
イラン
インド
インドネシア
ウガンダ
ウクライナ
ウズベキスタン
エジプト
エルサルバドル
カーボヴェルデ
ガーナ
ガイアナ
ガボン
カメルーン
カンボジア
キルギス
グアテマラ
グルジア
ケニア
コモロ連合
コンゴ共和国
サモア
サントメ・プリンシペ

各国の分類人間開発報告書2009
障壁を乗り越えて――人の移動と開発
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大陸別国分類　

【アフリカ大陸】

アルジェリア
アンゴラ
ウガンダ
エジプト
エチオピア
エリトリア
ガーナ
カーボヴェルデ
ガボン
カメルーン
ガンビア
ギニア
ギニアギニアビサウ
ケニア
コートジボワール
コモロ
コンゴ共和国
コンゴ民主共和国
サントメ・プリンシペ
ザンビア
シエラレオネ
ジブチ
ジンバブエ
スーダン
スワジランド
セーシェル
赤道ギニア
セネガル
セントヘレナ
ソマリア
タンザニア
チャド
中央アフリカ
チュニジア
トーゴ
ナイジェリア
ナミビア

西サハラ
ニジェール
ブルキナファソ
ブルンジ
ベナン
ボツワナ
マダガスカル
マラウイ
マリ
南アフリカ
モーリシャス
モーリタニア
モザンビーク
モロッコ
リビア
リベリア
レソト
レユニオン
ルワンダ
（56の国と地域）

【アジア大陸】

アゼルバイジャン
アフガニスタン
アラブ首長国連邦
アルメニア
イエメン
イスラエル
イラク
イラン
インド
インドネシア
ウズベキスタン
オマーン
カザフスタン
カタール
韓国
カンボジア
キプロス
キルギス

クウェート
グルジア
サウジアラビア
シリア
シンガポール
スリランカ
タイ
台湾
タジキスタン
中国
朝鮮民主主義人民共和国
トルコ
トルクメニスタン
西ティモール
日本
ネパール
バーレーン
パキスタン
パレスチナ占領地域
バングラデシュ
ブータン
フィリピン
ブルネイ
ベトナム
香港
マカオ（中国特別行政区）
マレーシア
ミャンマー
モルディブ
モンゴル
ヨルダン
ラオス
レバノン
（51の国と地域）

ジブチ
シリア
ジャマイカ
スーダン
スリナム
スリランカ
スワジランド
赤道ギニア
セントビンセント・
グレナディーン諸島
ソロモン諸島
タイ
タジキスタン
タンザニア
中国
チュニジア
ドミニカ共和国
トルクメニスタン
トンガ
ナイジェリア
ナミビア
ニカラグア
ネパール
ハイチ
パキスタン
バヌアツ
パプアニューギニア
パラグアイ
パレスチナ占領地域
バングラデシュ
ブータン
フィジー
フィリピン
ベトナム
ベリーズ
ボツワナ
ボリビア
ホンジュラス
マダガスカル
南アフリカ
ミャンマー

モーリタニア
モルディブ
モルドバ
モロッコ
モンゴル
ヨルダン
ラオス
レソト
（75の国と地域）

人間開発低位国
（HDI 0.500以下）
アフガニスタン
エチオピア
エリトリア
ガンビア
ギニア
ギニアビサウ
コートジボワール
コンゴ民主共和国
ザンビア
シエラレオネ
セネガル
チャド
中央アフリカ
東ティモール
トーゴ
ニジェール
ブルキナファソ
ブルンジ
ベナン
マラウイ
マリ
モザンビーク
リベリア
ルワンダ
（24の国と地域）

各国の分類 人間開発報告書2009
障壁を乗り越えて――人の移動と開発 各国の分類人間開発報告書2009
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UNDP地域事務所　

【アラブ諸国】

アラブ首長国連邦
アルジェリア
イエメン
イラク
エジプト
オマーン
カタール
クウェート
サウジアラビア
ジブチ
シリア
スーダン
ソマリア
チュニジア
バーレーン
パレスチナ占領地域
モロッコ
ヨルダン
リビア
レバノン
（20の国と地域）

【中東欧・CIS 諸国】

アゼルバイジャン
アルバニア
アルメニア
ウクライナ
ウズベキスタン
エストニア
カザフスタン
キプロス
キルギス
グルジア
クロアチア
スロバキア
スロベニア

セルビア
タジキスタン
チェコ
トルクメニスタン
トルコ
ハンガリー
ブルガリア
ベラルーシ
ポーランド
ボスニア・ヘルツェゴビナ
マケドニア（旧ユーゴスラビア）
マルタ
モルドバ
モンテネグロ
ラトビア
リトアニア
ルーマニア
ロシア
（31の国と地域）

【東アジア・太平洋諸国】

インドネシア
韓国
カンボジア
キリバス
サモア
シンガポール
ソロモン諸島
タイ
中国
朝鮮民主主義人民共和国
ツバル
トンガ
ナウル
バヌアツ
パプアニューギニア
パラオ
東ティモール
フィジー
フィリピン

ブルネイ
ベトナム
香港
マーシャル諸島
マレーシア
ミクロネシア（連邦）
ミャンマー
モンゴル
ラオス
（28の国と地域）

【ラテンアメリカ・カリブ海諸国】

アルゼンチン
アンティグア・バーブーダ
ウルグアイ
エクアドル
エルサルバドル 
ガイアナ
キューバ
グアテマラ
グレナダ
コスタリカ
コロンビア
ジャマイカ
スリナム
セントクリストファー・ネーヴィス
セントビンセント･グレナディーン諸島
セントルシア
チリ
ドミニカ国
ドミニカ共和国
トリニダード・トバゴ
ニカラグア
ハイチ
パナマ
バハマ
パラグアイ
バルバドス
ブラジル
ベネズエラ

【ヨーロッパ大陸】

アイスランド
アイルランド
アルバニア
アンドラ
イタリア
ウクライナ
英国
エストニア
オーストリア
オランダ
ギリシャ
クロアチア
ジブラルタル
セルビア
サンマリノ
スイス
スウェーデン
スバールバル・ヤンマイエン諸島
スペイン
スロバキア
スロベニア
チェコ
デンマーク
ドイツ
ノルウェー
バチカン
フィンランド
ハンガリー　
フェロー諸島
フランス
ブルガリア
ベラルーシ
ベルギー
ポーランド
ボスニア・ヘルツェゴビナ
ポルトガル
マケドニア（旧ユーゴスラビア）
マルタ
マン島
モナコ

モルドバ
モンテネグロ
ラトビア
リトアニア
リヒテンシュタイン
ルーマニア
ルクセンブルク
ロシア
（48の国と地域）

【ラテンアメリカ・カリブ海諸国】

アルゼンチン
アンティグア・バーブーダ
ウルグアイ
エグアドル
エルサルバドル
ガイアナ
キューバ
グアテマラ
グレナダ
コスタリカ
コロンビア
ジャマイカ
スリナム
セントクリストファー・
　ネーヴィス
セントビンセント・
　グレナディーン諸島
セントルシア
チリ
ドミニカ国
ドミニカ共和国
トリニダード・トバゴ
ニカラグア
ハイチ
パナマ
バハマ
パラグアイ
バルバドス
ブラジル

ベネズエラ
ベリーズ
ペルー
ボリビア
ホンジュラス
メキシコ
（33の国と地域）

【北米大陸】

カナダ
米国
（２の国と地域）

【太平洋諸国】

オーストラリア
キリバス
サモア
ソロモン諸島
ツバル
トンガ
ナウル
ニュージーランド
バヌアツ
パプアニューギニア
パラオ
フィジー
マーシャル諸島
ミクロネシア諸島
（14の国と地域）

各国の分類 人間開発報告書2009
障壁を乗り越えて――人の移動と開発 各国の分類人間開発報告書2009
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他の国のグループ分け

【湾岸協力理事会（GCC)】

アラブ首長国連邦
オマーン
カタール
クウェート
サウジアラビア
バーレーン
（６の国と地域）

【EU27（欧州連合）】

アイルランド
イタリア
英国
エストニア
オーストリア
オランダ
キプロス
ギリシャ
スウェーデン
スペイン
スロバキア
スロベニア
チェコ
デンマーク
ドイツ
ハンガリー
フィンランド
フランス
ブルガリア
ベルギー
ポーランド
ポルトガル
マルタ
ラトビア
リトアニア
ルーマニア
ルクセンブルク
（27の国と地域）

【OECD（ヨーロッパ経済協力機構）】

アイスランド
アイルランド
イタリア
英国
オーストラリア
オーストリア
オランダ
カナダ
韓国
ギリシャ
スイス
スウェーデン
スペイン
スロバキア
チェコ
デンマーク
ドイツ
トルコ
日本
ニュージーランド
ノルウェー
ハンガリー
フィンランド
フランス
米国
ベルギー
ポーランド
ポルトガル
メキシコ
ルクセンブルク
（30の国と地域）

ベリーズ
ペルー
ボリビア
ホンジュラス
メキシコ
（33の国と地域）

【サハラ以南アフリカ】

アンゴラ
ウガンダ
エチオピア
エリトリア
ガーナ
カーボヴェルデ
ガボン
カメルーン
ガンビア
ギニア
ギニアビサウ
ケニア 
コートジボワール
コモロ 
コンゴ共和国
コンゴ民主共和国
サントメ・プリンシペ
ザンビア
シエラレオネ
ジンバブエ
スワジランド
セーシェル
赤道ギニア
セネガル
タンザニア
チャド
中央アフリカ
トーゴ
ナイジェリア
ナミビア

ニジェール
ブルキナファソ
ブルンジ
ベナン
ボツワナ
マダガスカル
マラウイ
マリ
南アフリカ
モーリタニア
モーリシャス
モザンビーク
リベリア
レソト
ルワンダ
（45の国と地域）

【南アジア】

アフガニスタン
イラン
インド
スリランカ
ネパール
パキスタン
バングラデシュ
ブータン
モルディブ
（9の国と地域）

各国の分類 人間開発報告書2009
障壁を乗り越えて――人の移動と開発 各国の分類人間開発報告書2009

障壁を乗り越えて――人の移動と開発
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アイスランド 　　　　3

アイルランド 　　　 5

アゼルバイジャン　　 86 ↑2

アフガニスタン 　　 181

アラブ首長国連邦 　 35 ↑2

アルジェリア 　　 104

アルゼンチン 49 ↓2

アルバニア 　 70

アルメニア 　　　 84 ↑1

アンゴラ 　　　 143

アンドラ  28 ↓1

アンティグア・バーブーダ  47 ↑1

イエメン 　 140↑1

イスラエル　　　　　 27 ↑1

イタリア 　　　 18 ↑1

イラン　　　　　 88 ↓1

インド 　　　　　 134

インドネシア 　　 111

ウガンダ 　　　 157 ↑1

ウズベキスタン 　　 119

ウクライナ 　　　 85 ↓1

ウルグアイ　　　 50 ↓1

英国 　　　 21

エクアドル 　　 80 ↓3

エジプト 　　　 123 ↓1

エストニア 　 40

エチオピア　　　　 171

エリトリア 　 165

エルサルバドル  106

オーストラリア　　 2

オーストリア 　 14 ↑2

オマーン 　　　 56 ↓1

オランダ 　　 6 ↑1

ガーナ　　　　　　 152 ↑2

カーボヴェルデ 　 121

ガイアナ 　　　　 114

カザフスタン 82 ↓1

カタール 　　　　 33 ↑1

カナダ 　　　　 4

ガボン 103

カメルーン 　　　　 153 ↓1

韓国 　　　 26

ガンビア　　　　 168

カンボジア 　　　 137

ギニア 　　　 170

ギニアビサウ 　　 173 ↑1

キプロス 　　　　　 32

キューバ 　　　　　 51

ギリシャ 　　　 25

キルギス 　　　 120

グアテマラ 　　 122 ↑1

クウェート 　　　 31

グルジア　　　 89 ↑2

グレナダ 　　　　　 74

クロアチア 　　　　 45

ケニア 　　 147

コートジボワール  163

コスタリカ 　　　 54 ↓1

コモロ連合 　　　　 139

コロンビア 　　 77 ↑5

コンゴ共和国　　 136

コンゴ民主共和国  176 ↑1

サウジアラビア 59 ↓1　
サモア　　　　 94 ↑2

サントメ・プリンシペ 131

ザンビア 　　　　　 164

シエラレオネ　　　 180

シリア 　　　　　　 107 ↑2

ジブチ 　　　　　　 155

ジャマイカ 　　　　 100 ↓8

シンガポール 　　　 23 ↑1

スーダン 　　　　　 150

スイス 　　　　　　 9

スウェーデン 　　　 7 ↓1

スペイン 　　　　　 15

スリナム 　　　　　 97 ↑1

スリランカ 　　　　 102

スロバキア 　　　　 42 ↑2

スロベニア 　　　 29

スワジランド  142 ↓2

セーシェル 　　　　 57

赤道ギニア 　　　　 118

セネガル 　　　　 166

セルビア 　　　　　 67

セントクリストファー・
　ネーヴィス  　 62 ↓2

セントビンセント・
　グレナディーン諸島  91 ↑2

セントルシア　 69 ↓1

ソロモン諸島 　　　 135

タイ 　　　　　 87 ↓1

タジキスタン 　　 127

タンザニア　　　　 151

チェコ 　　　　　 36

チャド 　　　　 175 ↓2

中央アフリカ 　　　 179 ↓1

中国 　　　　　　　 92 ↑7

チュニジア 　　　　 98 ↑2

チリ 　　　　　 44 ↓1

デンマーク 　　　 16 ↓2

トーゴ 　　　　　　 159

ドイツ 　　　　 22

ドミニカ国 　　　　 73 ↓2

ドミニカ共和国 　　 90 ↓1

トリニダード・トバゴ 64 ↓1

トルクメニスタン 　 109 ↓1

トルコ 　　　　　　 79 ↓1

トンガ 　　　　 99 ↓5

ナイジェリア  158 ↓1

ナミビア 　　　　 128 ↑1

ニカラグア 　　　 124

2007年のHDIの順位と数値、2006年に比べた順位の変動
注：↑2006年に比べて順位が上昇した国
　　↓2006年に比べて順位が下落した国
　　空白は、2006年に比べて順位の変動のなかった国

各国の人間開発ランク（あいうえお順）

ニジェール 　　 182

日本 　　　　　　 10

ニュージーランド  20

ネパール　　　　 144

ノルウェー 1

バーレーン  39 ↓1

ハイチ 　　　　　 149

パキスタン  141 ↑1

パナマ 　 60 ↑1

バヌアツ 　　　 126 ↓1

バハマ 　　 52

パプアニューギニア  148 ↓2

パラグアイ 　 101

バルバドス 　　　 37 ↑2

パレスチナ占領地域  110

ハンガリー 　　　 43 ↓2

バングラデシュ 　 146 ↑2

東ティモール 　　 162

ブータン 　　　 132 ↑1

フィジー 　　　　 108 ↓1

フィリピン 　　　 105

フィンランド 　　 12 ↑1

ブラジル 　 75

フランス 　　 8 ↑3

ブルガリア 　 61 ↓2

ブルキナファソ  177 ↓1

ブルネイ 　 30

ブルンジ 　　　　 174 ↑1

米国 　　　 13 ↓1

ベトナム 　 116 ↓1

ベナン 　　　 161 ↓1

ベネズエラ 　 58 ↑4

ベラルーシ 　 68 ↑1

ベリーズ 　　　 93 ↓3

ペルー 　　　　 78 ↑5

ベルギー  17

ポーランド 　 41 ↑1

ボスニア・ヘルツェゴビナ  76

ボツワナ 　 125 ↑1

ボリビア 　　 113

ポルトガル 　 34 ↓1

香港　　　 24 ↓1

ホンジュラス 112

マケドニア（旧ユーゴスラビア）  72

マダガスカル 　　 145

マラウイ 　　　　 160↑1

マリ  178↑1

マルタ 　　 38 ↓3

マレーシア 　　　　 66

南アフリカ  129 ↓1

ミャンマー 　　 138

メキシコ 　　　　　 53 ↑1

モーリシャス 81 ↓2

モーリタニア 　 154 ↓1

モザンビーク 172

モルディブ 　　　　 95 ↑2

モルドバ 　　　 117

モロッコ 　 130

モンゴル 　　　 115 ↑1

モンテネグロ 　　　 65

ヨルダン  96 ↓1

ラオス 　　　　　　 133 ↓1

ラトビア 　　　 48 ↑2

リトアニア 　 46

リヒテンシュタイン 　 19 ↓1

リビア 　　　　　 55 ↑1

リベリア 　 169

ルーマニア 　　　 63 ↑1

ルクセンブルク 11 ↓3

ルワンダ 　　　　 167

レソト 　　　 156

レバノン 　　　　 83 ↓3

ロシア 　 71 ↑2

各国の人間開発ランク 人間開発報告書2009
障壁を乗り越えて――人の移動と開発 各国の人間開発ランク人間開発報告書2009
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グローバル版『人間開発報告書2009』
報告書及び概要の全文、報告書に関連する協議やセミナーの要旨、さらにはネットワーク討議、一連の人間開発に関す
る研究報告、プレスリリースなどの本報告書に関連する情報は、インターネットサイトのhttp://hdr.undp.orgに掲載し
ています。すべての統計指標、データ・ツール、インターラクティブマップやファクトシートなども無料で公開しています。

国別、地域別『人間開発報告書』
1992年以来、550以上の国別・地方別『人間開発報告書』がUNDPの支援を受けたチームによって130以上の国々で
作成され、同様に35の地域別報告書が刊行されています。これらの『人間開発報告書』は発行する国の主導による独自
な助言、研究、執筆を通じて、政策啓蒙のツールとして、国民対話の中に【人間開発】の概念を導入しています。ジェン
ダー、民族、あるいは都市部と農村部ごとのデータは、不平等の特定、開発格差の測定、さらには将来起こりうる紛争に
いち早く警鐘を鳴らすことに役立ちます。
これらの報告書は、各々の地域の視点に立っていることから、ミレニアム開発目標を視野に入れた政策や人間開発に関す
る優先事項を含めた国家戦略に影響を与えうるものです。
報告書本体、測定に関する読本や研修用教材などはhttp://hdr.undp.org/en/nhdrに掲載しています。

Journal of Human Development and Capabilities 
本ジャーナルは、UNDPの人間開発報告書室とHuman Development and Capability Associationが発行する人
間開発に関する学術誌です。幅広い分野の政策立案者、経済学者、さらには学識経験者の開かれた意見交換の場を提
供しています。
本ジャーナルは相互評価方式の雑誌として3月、7月、11月の年3回、英国の出版社 Taylor and Francis Group傘下
のRoutledge Journals 社から刊行されています。

ご購読のお問合せは、http://www.tandf.co.uk/journals

『人間開発報告書』の英語版は、United Nations Publications（http://unp.un.org）
もしくは、Palgrave Macmillan 社（http://www.palgrave.com）で入手できます。

『人間開発報告書2007/2008』日本語版は（株）阪急コミュニケーションズから発売中。
（お問合せ：03-5436-5721　ホームページ：http://www.hankyu-com.co.jp）

なお、1994 年-2006 年までの『人間開発報告書』日本語版のご購入については
UNDP 東京事務所（03-5467-4751）までお問合わせ下さい。

これまでのグローバルな『人間開発報告書』のテーマ

1990　 人間開発の概念と測定
1991　 人間開発と財政
1992　 人間開発の地球的側面
1993　 人々の社会参加
1994　 「人間の安全保障」の新しい側面
1995　 ジェンダーと人間開発
1996　 経済成長と人間開発
1997　 貧困と人間開発：貧困撲滅のための人間開発
1998　 消費パターンと人間開発：人間開発に資する消費とは
1999　 グローバリゼーションと人間開発：
 人間の顔をしたグローバリゼーション　　
2000　 人権と人間開発：自由と連帯を目指して
2001　 新技術と人間開発：新技術を人間開発に役立てる
2002　 ガバナンスと人間開発：モザイク模様の世界に
 民主主義を深める

2003　 ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けて
2004　 この多様な世界で文化の自由を
2005　 岐路に立つ国際協力：
 不平等な世界での援助、貿易、安全保障
2006　 水危機神話を越えて：
 水資源をめぐり権力闘争と貧困、グローバルな課題
2007/
2008  気候変動との戦い：
 分断された世界で試される人類の団結




